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要約

我が国では人口減少・少子高齢化の進行に伴い、空き家問題や商業施設の撤退、財政状況の悪化など、新たな都市問題

が生じている。こうした中、少子高齢化や住宅の老朽化を包含した「都市の老い」と呼ばれる概念が近年整理され、都

市の老いと地価形成に関する実証的分析などもなされている。本研究では都市の老いを地域政策のなかで実践的に評価

できるようその定量化を図り、特性が類似した都市ごとに都市の老いと住宅地平均地価とがどのような経年的変遷を辿っ

たのかを、分かりやすい形で観察・提示することを目的とする。そのため、本研究では学術論文における様々な議論よ

り都市問題の抽出を行うとともに、これらの代理指標に基づいて因子分析を行うことで、都市の老いを定量化した。さ

らに都市の老いと住宅地平均地価に関して、その変遷を都市特性に応じた類型に基づいて追跡を行っている。その結果、

人口が集積する関東周辺においても老いが深刻な都市は多く、都市の老いという現象が喫緊の課題ということが明らか

になった。また、全体の大きな流れとして都市の老いの進行が進むにつれて住宅地平均地価が下落する傾向があり、類

型ごとに都市の老いと住宅地平均地価を観察すると、地方都市のみならず大都市郊外の都市でも、老いとともに地価の

下落が生じており、大都市中心部とそれ以外の都市で地価に格差が生じていることが明らかとなった。
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1.  はじめに

　我が国では、人口減少・少子高齢化に伴って空き家問

題や商業施設の撤退、財政状況の悪化などが生じている。

国土交通白書（国土交通省， 2020a）においても、人口減少・

少子高齢化を基礎的な問題と見なしており、都市におい

ては今までの拡大・成長期から縮退の時代に入ったこと

で、これまでにない多様な都市問題が生じているといえ

る。それに加え、地方から東京を中心とした大都市部へ

と人口流出が続いており、大都市と地方では社会環境の

格差が拡大している。

　こうした都市問題の進行は地価にも影響があると考え

られる。1990 年代初頭まで土地の希少性から地価は上

昇し続け、バブル期には投機対象として地価は急騰した

が、バブル崩壊後は一転下落傾向にあった（植村・佐藤， 
2000）。近年は大都市を中心に規制緩和や社会資本整備が

続いたことを背景に、地価は上昇傾向にあるものの、地

方部では地価の下落が止まらない状況が続いている。

　こうした中、人口減少・少子高齢化に関連する都市問

題の要素として都市の老い、という概念が近年整理され、

地価形成との実証的分析が行われている。都市の老いと

は「人口減少や高齢化が進行し、人口流入が停滞すると

ともに、住宅が老朽化し遊休化していく」状況を表して

いるとされ（齊藤， 2018: p. 1）、土地や住宅等の不動産市

場にも大きな影響をもたらすとされている。

　都市の老いに関する概念はあくまで一著書が示す概念

でしかないとも言えるが、人口減少・少子高齢化、住宅

の老朽化等の更なる進展は空き家問題、財政問題をはじ

めとした我が国における都市の諸問題を更に加速させる

恐れがある。こうした我が国の地域政策を考える上では、

都市の老いの重要性はより高まる可能性がある。また、

これまで都市の老いを定量的・一元的に評価する仕組み

はなかったものの、地域政策を実践する上では都市の老

いの定量的な評価が求められると考えられる。

　本稿では以上のように、地域政策において重要な意味を

持つと考えられる都市の老いに対し定量化を図る。また、

都市の老いに伴って様々な住環境価値が損なわれる可能

性があるが、こうした環境価値の変化が住宅地の地価変化

に反映されるという考え方も知られており（金本， 1992）、
本研究では過去を振り返ることで、都市の老いの経年的

変遷を辿るとともに、その特性の類似した都市類型ごと

に住宅地地価がどのような経年的変遷を辿ったのかにつ

いても客観的に観察・提示する。なお、分析過程におい

ては多岐にわたる都市問題の中から因子分析を通じて定

量的に都市の老いに関する要素を抽出することを試みる。

2.  研究の位置づけ

2.1  既存研究

　空き家問題や施設撤退の問題など都市の老いに関係す
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ると思われる個別の問題に関する調査・検討は国内外に

数多くみられる。たとえばイギリス政府の「The Indices of 
Deprivation 2000」（DETR, 2000）の中では、収入・雇用・

教育・健康・犯罪・住宅・住環境の 7 分野にわたる指標

から都市の衰退特性を小さな地区単位で明らかにしてい

る。また、朴（2012）は人口、社会・産業、経済・物理

環境の 3 分野 33 指標で、首都圏の都市衰退の特徴を多変

量解析によって定量的に明らかにしている。こうした多

数の指標から都市問題を明らかにしようという取り組み

は本研究の着想につながったものの、現在の日本社会を

取り巻く、人口減少・少子高齢化の影響による問題を全

国的な視野で学術的に俯瞰した取り組みは不足している。

　一方、都市問題が進行する中で住宅の価値への影響を

懸念するのは当然の流れといえる。特に高齢化が先行的

に進んでいた欧州では、Takáts （2012）が先進国 22 カ国

を対象とした分析で、高齢化等の人口動態が住宅価格に

大きく影響することを明らかにし、Hiller et al.（2016）は

1995 年から 2014 年までのドイツの 87 都市において高齢

化と住宅価格上昇・住宅販売価格が負の関係にあること

を示した。国内では Saita et al.（2016）が日米の地域別パ

ネルデータを用いて、人口動態の変化が不動産価格に及

ぼす影響を調査し、Tamai et al.（2017）も住宅用地の地価

に関して、高齢化と連動した地価下落の可能性を指摘し

た。こうした国内外の文献は住宅関連の不動産価値に対

し人口減少や高齢化といった人の老いに焦点を当てた取

り組みである。

　また、宗 （2017）は独自の空き家率推定を行った上で、

地域内における空き家率が、家賃に対してどの程度影響

があるかを明らかにしている。齊藤（2018）の文献では

これらの国内研究をオムニバス形式で編纂しており、人

口動態のみならず住宅老朽化にまで言及したうえで、地

価形成の実態とダイナミックな相互依存関係に言及して

いる。こうした文献を踏まえると人の老いや住宅の老朽

化を包含する都市の老いが住宅地地価に大きな影響を与

えていることが示唆されるが、都市の老いの定量化に取

り組み、住宅地地価とのわかりやすい変遷比較を行った

研究は存在しない。

2.2  本稿の内容・構成

　本稿では人口減少・少子高齢化に伴った都市問題と住

宅地地価の関係性を探るこれまでの研究を踏まえながら、

都市の老いの進行と、各自治体の住環境を反映している

と考えられる住宅地平均地価の変遷を時系列的に追う。

まず 3. で人口減少・少子高齢化に伴った都市問題の枠組

みの中で都市の老いを客観的・定量的に評価するため、

学術論文における様々な議論から都市問題の抽出を行い、

各問題に関する代理指標を設定した。これらの指標に基

づいた因子分析により次元の縮約を行うことで、都市の

老いの因子得点を算出し、定量化を図っている。次に 4. で
は都市の老いがどのような空間的広がりを持つのかを具

体的に明らかにする。さらに 5. で都市の老いと住宅地平

均地価に関して、その変遷を都市の特性に応じた都市類

型に基づいて追跡する。最後に 6. で本研究の成果をまと

める。

2.3  研究の特長

　本稿は以下のような特長を有する。

• 人口減少・少子高齢化に伴った都市問題に対し、学術

的な観点から俯瞰的整理を行い、都市の老いを初めて

定量的に評価した新規性を有する。

• 都市の老いを定量的に評価するうえで、関連する指標

を 5 年おき、4 時点で体系的・網羅的に抽出し、デー

タ整備をすることで、丹念な分析を行った信頼性の高

い研究である。

• 現在各都市が置かれている状況と、以前までその位置

にいた都市が現在どうなっているかを時系列的な流れ

として示すことで、関連する対策の強化や周辺都市と

の協調を触発する実践的有用性を有している。

3.  都市の老いの定量化

3.1  人口減少・少子高齢化に伴う都市問題の把握

　人口減少・少子高齢化の進行に伴い、今までにない新

たな都市問題が生じる中、それぞれの問題に関しては学

術的議論が深まってきている。しかし、総論としてどの

ような都市問題が生じているのかという定義は明確では

ない。そこで本稿では実際の国土交通政策に生かされて

いる、学術論文における議論を参考に、人口減少・少子

高齢化に伴う都市問題を把握することを試みた。なお分

析対象論文は、以下の 4 条件に基づいて抽出を行い、ちょ

うど 200 本の学術論文が抽出された。

• 国土交通政策分野において計画的視点から議論がなさ

れている都市計画論文集・土木学会論文集 D3（計画分

野）、及びそれらの前身となる学術誌に掲載されている

こと。

• 各論文における要旨ともいえるタイトルまたは抄録に

「人口減少」「少子高齢化」のどちらかのキーワードが

含まれていること。

• 国土交通白書において人口減少・少子高齢化の双方が

初めて最も基礎的な問題として取り上げられるなど、

問題意識が高まってきた 2002 年以降発表された論文で

あること。

• 日本とは全く異なる社会背景を持つ、海外事例を対象

とした論文でないこと。

　次に、対象として選定した各論文に対し図 1 に示すよ

うなプロセスで都市問題の把握を行う。まず、分析対象

論文のタイトル・抄録を読点で区切られたセンテンスに

分解し、特定の語 2 種を含むセンテンスを選別する。特

定の語の 1 つ目は「人口減少」または「少子高齢化」と

いう語、2 つ目は「問題」の類語である「問題・課題・困難」

という語である。これは人口減少・少子高齢化における

問題意識を示すセンテンスを洗い出すためであり、類語
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に関しては類義関係等の概念辞書である日本語 WordNet
（国立研究開発法人情報通信研究機構， 2020）を参考にし

た。

　センテンスの選別ができたら、センテンスの主語・主

部に着目して何が問題とされているのかという対象事象

を抽出する。例えば、「空き家増加が課題である」という

センテンスであれば「空き家増加」を都市問題として抽

出する。ただし、「様々な問題」など対象が不明確である

ものは抽出の対象外とする。以上のプロセスを踏まえ抽

出したセンテンスより人口減少・少子高齢化に伴う都市

問題の把握を行った。

3.2  都市問題に関する代理指標の設定

　3.1 で把握した都市問題に基づき代理指標の設定を行っ

た。その結果と指標の出典を 3.3 における因子分析の結果

とともに、表 1 に示す。以下、代理指標選定に関する留

意点を示す。

• 都市の老いの経年的な進行実態を明らかにするため、

人口減少や少子高齢化の問題が顕在化した 2000 年代初

頭から継続的に収集されてきた指標を採用した

• 老朽化の定義では、日本の住宅の過半数を占める自己

所有木造住宅の法定耐用年数の観点である 33 年を用い

ている。

• 全国的に公共交通に関する経年的データがない中で、

国土数値情報の鉄道時系列データを活用し、各自治体

の経年的駅数データを独自に整備した。

• 立地適正化計画において医療・福祉・商業が都市機能

とされている（国土交通省， 2020b）ことから、各施設

のデータを都市機能の代理指標とした。

• 財政指標は、財政力指数などが市町村合併でデータ欠

損を招くため、歳入歳出、自主財源比率など、長期的

に収集可能であり、基盤的な財政情報を用いた。

3.3  因子分析を通じた都市の老いの発見

　人口減少・少子高齢化に伴った都市問題より、定量的

に都市の老いを評価するため、都市問題に関する代理指

標を用いて分析対象都市の異なる時点のデータに対し、

データの標準化を行ったうえで時系列横断的な因子分析

を行う。

　なお、複数時点のデータを用いた因子分析を行う上で

は、いくつかの手法が考えられる。森他（2018）は2時点デー

タの値の差分を指標として採用しているほか、毛利・内

山（1994）は特定の一時点の固有ベクトルを用いて複数

時点の主成分得点を算出している。

　一方で本研究では、老化特性の類似した都市群ごとの

地価特性の推移をわかりやすく概観するために、都市の

老いを定量化する必要がある。そのため、複数時点のデー

タをプーリングして因子分析を行うことによって、同一

の評価基準から複数時点の老化特性を比較可能とする。

こうした手法は明石他（2003）など、土木・都市計画分

野の既存研究でも用いられている実践的分析手法である。

なお、2000 年・2005 年・2010 年・2015 年の 4 時点にお

ける因子分析を行ったところ、各時点で抽出される軸と、

その軸に寄与する変数は概ね一定だったものの、各時点

での因子得点は異なっており、厳密にいえば各時点での

因子構造は同一ではない。

　しかし、このように時点ごとに因子分析を行った場合、

既述の通り各時点の因子得点が変動してしまうため、そ

の得点を統一的観点から評価できないほか，パネルデー

タなど時点ごとに経済変動に沿って解釈を変えるような

枠組みに沿うと，一元的でわかりやすい自治体の類型化

が逆にできなくなり，その点で本研究の目的が逆に達成

できなくなってしまう。こうした点をふまえ、本研究で

は 4 時点のデータをプーリングした上で、分析を行った。

　なお斜交回転法としてはバリマックス回転法を用いた。

因子分析を行うことで人口減少・少子高齢化に伴う様々

な都市問題現象に関して、その情報量を数学的合理性を

もって縮約し、都市の老いをわかりやすい形で明らかに

することができる。具体的な対象年次は、国勢調査や住宅・

土地統計調査といった主要な統計が 5 年おきであること

を踏まえ、2000 年・2005 年・2010 年・2015 年の 4 時点

とした。これにより同一の評価基準で時間的に都市の老

いを追うことが可能になる。調査年が異なるデータに関

しては、対象年次以降で最も対象年次に近い年次のデー

タをそれぞれ採用する。

　のべ 4367 都市に対する因子分析の結果、固有値が 1 以
上の因子軸が 6 つ抽出され、累積寄与率は 80％近い説明

力を得た。表 1 に各因子軸の名称、因子負荷量、使用し

た指標を示す。 なお、因子負荷量とは各指標が各軸に与

える説明力の強弱を表す値であり、各指標と各軸の相関

を示す値である。また、固有値の大小は各軸の影響力の

大きさを示しており、寄与率は全因子の固有値和を 100
とした時の各軸の割合を示している。固有値が 1 以上の

場合、その因子は数理的には指標 1 つ以上の情報量を持

つと評価される。

　最も重要なのは第 1 軸である。第 1 軸は寄与率が約 3

図 1：都市問題把握のプロセス

論文タイトル・抄録をセンテンスに分解

※センテンス：読点で区切られた一文

センテンスに特定の語を含む

①「人口減少」または「少子高齢化」

②「問題」の類語（問題・課題・困難）

「問題」とされている対象事象を

センテンスの主部に着目して抽出

都市問題の対象が不明であるものを

対象外とする（例：「様々な問題」）

人口減少・少子高齢化に伴う都市問題と設定
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割を占め、老年人口割合が正に、年少人口割合が負に大

きく寄与している。高齢単身世帯等の高齢者関連の指標

も大きく正に寄与していることなどから、これは少子高

齢化の実態を反映していると考えられる。また、住宅の

老朽化率も大きく正に寄与しており、人と建物の両面の

老いを表す都市の老いが第 1 軸で説明されていると考え

られる。

　以下、第二軸以降に関しても簡潔に述べる。第二軸は

生活利便施設や人口の密度の寄与より密集単身軸とした。

第 3 軸は小売店舗の売り上げが大きく寄与することから

商業活力軸とした。ただし面積当たりの診療所数や駅数

も多く、暮らしに密接した施設も多いことが示唆される。

第 4 軸は財政系の指標が大きく寄与していることから財

政負荷軸とした。第5軸は人口あたりの小売店舗数や病院・

老人福祉施設数が大きく寄与していることから施設潤沢

軸とした。ただし、人口規模が極めて小さい場合にもこ

の軸は大きくなる。第 6 軸は核家族世帯が大きく寄与し

ていることからファミリー軸とした。

4.  都市の老いの空間的実態把握・関東を例に

　都市の老いは、今後大都市郊外で急速に進行していく

といわれ、その空間的分布の把握は重要である。そこで、

4. では因子分析を通じて得られた都市の老い軸に基づい

て、2015 年時点の関東近郊の都市を一例に因子得点を地

図上に表現している。図 2 からは以下のようなことが明

らかとなった。

• 関東近郊においては、都市の老いが東京都心を中心に

放射線状に進行している傾向がある。今後、郊外部か

ら東京都心部に向かって老いの進行が進んでくると考

えられる。

• 南房総市のような半島の端部や茨城県大子町のような

山間地域といった条件不利地域では都市の老いが進行

している。また、熱海市のように基幹的な産業が衰退

した地域でも都市の老いが大きく進行しがちである。

• 都心回帰等により若年層流入や宅地更新が盛んな中央

区などは都市の老いが進行しておらず、都心部へのア

クセスが良い戸田市や浦安市、つくばエクスプレスの

開通により沿線開発の進むつくば市、千葉ニュータウ

ンの拠点的都市であり、宅地開発の進む印西市などで

も都市の老いの進行が相対的に抑制されている。

• 地方部の都市でも老いが抑えられている例がみられる。

群馬県大泉町は盛んな工場進出とともに外国人労働者

が増加しているほか、宇都宮市に近接する上三川町は

ベッドタウンとして成長している都市であり、人口・

住宅築年数ともに若い状況にあると考えられる。

5.  都市の老いと住宅地平均地価の変遷実態

5.1  都市の老いと住宅地平均地価の変遷

　本節では、都市の老いと地価の近年の変遷を概観する

ため、都市の老い軸の因子得点と、公示地価 24) の住宅地

平均地価を用いて比較を行う。なお公示地価は都市計画

区域内の全国、約 2 万 3000 か所における地価のデータで

あり、住宅地地価を把握する上で非常に詳細なデータで

ある。

　まずは日本全国の都市の老いと住宅地平均地価に関し

て、その変遷を概観する。そのため、図 3 では分析対象

都市における 2000 年・2015 年の都市の老い因子得点・住

図 2：都市の老い因子得点（2015・関東を例に）
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外都市
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図 3：都市の老いと住宅地平均地価の変遷
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宅地平均地価に基づいたプロットを行った。なお住宅地

平均地価は地域により大きな差があるため、基数を 10 と

した対数による表現としている。以下考察を示す。

• 都市のプロットは全体的に右方向にシフトしており、

殆どの都市において都市の老いが進行していることが

分かり、2000 年から 2015 年では都市の老いの進行を

食い止めた都市は殆どないといえる。

• 全体的な傾向として、都市の老いが進行しているほど

住宅地平均地価も低い。北海道歌志内市や北海道夕張

市のような産業衰退が生じた自治体はとりわけ低い値

を示している。

• 住宅地平均地価が高いのは都市の老いの進行が中程度

の都市であり、東京都中央区・千代田区のような大都

市中心部や地方中枢都市、政令指定都市など大規模な

商業集積がみられる都市が該当する。一方、都市の老

い軸の因子得点が低い地域は愛知県長久手市のように

近年新規宅地開発が続く地域であり、都市の老い軸の

因子得点が高い地域は山口県周防大島町・北海道夕張

市のように条件不利地域と呼ばれるような地域が多い。

5.2  都市類型ごとにみる住宅地平均地価の変遷

　都市の老いと住宅地平均地価の変遷に関しては、5.1 で

明らかになった。しかし、この中にも都市の老いの進行

や住宅地平均地価の変遷には差があると考えられる。そ

こで、各因子軸における因子得点を用いて都市を類型化

し、類型ごとの変遷パターンを明らかにすることとし

た。なお都市類型化にあたってはユークリッド平方距離・

ウォード法を用いたクラスター分析を行い、7 種の類型に

分けた。

　表 2 では類型化の結果と 2000 年時点で各類型に該当す

る都市の例を示している。 また、各都市類型に関して、

都市の老い軸の因子得点と住宅地平均地価の平均値をそ

れぞれ算出した。図 4 においては 2000 年・2015 年の各都

市に関して、類型化の結果を基に平均因子得点を算出し、

都市の老い軸・住宅地平均地価を基準にプロットしてい

る。ただし、2000 年と 2015 年では各都市が同一の類型に

所属しているとは限らないため、図 4 のプロットにおい

類型 該当都市例 N

① 千代田区 中央区 港区 – – – 3

② 大阪市 墨田区 文京区 品川区 中野区 世田谷区 16

③ 浦安市 練馬区 江東区 横浜市 堺市 西宮市 76

④ 札幌市 名古屋市 高松市 戸田市 大泉町 印西市 447

⑤ 旭川市 三沢市 小松市 碧南市 三好市 糸満市 89

⑥ 酒田市 会津若松市 鴨川市 大子町 土佐市 阿蘇市 247

⑦ 三笠市 常陸太田市 輪島市 佐渡市 浜田市 室戸市 167

類型 都市の老い軸 密集単身軸 商業活力軸 財政負荷軸 施設潤沢軸 ファミリー軸 N

① –1.02 4.18 10.92 1.54 10.45 –0.36 3

② –0.46 5.57 –1.00 –0.01 1.12 –1.24 16

③ –1.18 1.76 –0.72 –0.02 –0.43 0.61 76

④ –1.34 –0.16 –0.19 –0.05 0.26 0.36 447

⑤ –0.78 –0.27 –0.33 1.58 0.67 0.36 89

⑥ –0.59 –0.44 –0.35 –0.07 0.71 –1.06 247

⑦ 0.19 0.00 –0.49 0.21 1.29 0.92 167

表 2：都市類型化の結果
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ては 2000 年時点の所属類型を 2000 年・2015 年共通に用

いて平均因子得点を算出した。以下類型の特性とプロッ

ト結果に関連する考察を示す。

• ③～⑦というボリュームゾーンで都市の老いの進行と

住宅地平均地価の下落が生じていることが明らかと

なった。我が国の都市の変化の基調がこのような傾向

にあることを我々は認識する必要がある。

• 一方で都市の老いの進行が比較的抑制されている①・

②類型といった大都市中心部の地域では住宅地平均地

価がやや上昇している。これは近年の都心回帰の流れ

や大都市への人口集中を反映していると考えられる。

しかし、その数は全体に比べればごく少数である。

• ③類型は東京・大阪などといった大都市の近辺の都市

で構成され、ファミリー層も多い。ベッドタウンとし

て住宅地のニーズが根強い場合が多いことから、都市

の老いの進行と連動して住宅地平均地価は下がってい

るものの。価格の下げ幅は小さい傾向にある。図 2 で

取り上げた浦安市など、都市の老い進行が抑えられて

いる東京近辺の都市も③類型に属している。

• ④類型は全体の中で最も多い都市類型であり、地方の

中心的な都市やその郊外都市などで構成されている。

地価下落は生じているものの、都市の老い自体も比較

的まだ低水準である。ただし、まだ若い郊外都市と捉

えられている図 2 で取り上げた印西市、大泉町なども

この④類型に属しており、今後⑤や⑥、⑦の流れに重

なっていくことが危惧される。

• ⑤・⑥・⑦類型は地方都市や条件不利地域の都市が多

く、都市の老いが進行したことで地価も下落している。

図 2 で取り上げた大子町など都市の老い進行が著しい

都市もこれらの類型に属している。

• もともとの住宅地平均地価水準が高い地域では地価が

さらに上がり、低い地域では住宅地平均地価が下がる

ことで、地価においても格差が拡大しているといえる。

これは人口や社会資本への投資が東京中心部に集中し

ている実態と裏腹の関係にある。

6.  おわりに

　本稿では、人の老いと住宅の老朽化を包括した概念で

ある都市の老いに着目して住宅地平均地価の変遷を明ら

かにした。以下に成果を示す。

• 人口減少・少子高齢化に関連する都市問題を多変量解

析によって分析することで、都市の老いを定量的に評

価できるようにした。これによって都市の老いと住宅

地平均地価の変遷をわかりやすく表現できるように

なっている。

• 都市の老いの空間的把握を行い、関東近郊における自

治体の枠組みを超えた都市の老いの広がりを示した。

人口がかなり集積する関東周辺においても老いが深刻

な都市は多く、都市の老いという現象は、喫緊の課題

といえる。

• 都市の特性に応じた類型ごとに見た、都市の老いと住

宅地平均地価の変遷実態においては、地方都市のみな

らず大都市郊外の都市でも老いとともに住宅地平均地

価下落が生じていることが明らかとなり、大都市中心

部とそれ以外で住宅地平均地価に格差が生じているこ

とが明瞭になった。

• 全体の大きな流れとしては、都市の老いの進行が進み

住宅地平均地価が下落する傾向がある。これは地価上

昇を狙う施策を行っても、長期的に都市の老いの進行

が避けられない中では一時的なカンフル剤としての役

割に留まる可能性を示唆している。

　本稿では都市の老いという概念に着目し、過去を振り

返ることで、その特性が類似した都市類型ごとに住宅地

における地価がどのような経年的変遷を辿ったのかを客

観的に観察・提示した。現在、社会資本投資の政策評価

等では地価の上昇を評価基準とする考え方が主流である。

しかし、我々は今後の地域政策を実践していくうえで、

ほとんどの都市において都市の老いが進行し、それと連

動して地価の下落が生じている厳しい現実を真摯に受け

止め、政策展開を検討する必要がある。
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Abstract
In Japan, as the population declines and as population aging 
progresses, new urban problems are emerging, such as difficul-

ties with vacant houses, withdrawal of commercial facilities, 
and financial deterioration. In light of these circumstances, the 
concept of “urban aging” has been proposed, which includes 
population aging and the housing deterioration. Empirical analy-
sis of urban aging and land price formation has been conducted. 
This study aims to quantify urban aging in order to evaluate it 
practically in regional policies and aims at plainly clarifying 
the changes of urban aging and average residential land prices 
over time for each similar city. For this purpose, we chose urban 
problems based on various descriptions in academic papers. 
Then we conducted factor analyses based on these proxy indica-
tors to quantify urban aging. Results show that the phenomenon 
of urban aging is an urgent issue and that even in Kanto, an area 
with high population density, many cities have serious aging dif-
ficulties. Furthermore, as a general trend, residential land prices 
tend to decline as urban aging progresses. Urban aging and resi-
dential land prices for each type show that land prices decline 
along with aging, not only in regional cities but also in suburban 
cities in large cities, revealing disparity in land prices between 
central cities and other cities.
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